
第１章　インハウスエスコ事業で開拓した省エネルギー手法

　1.1　手法の利用にあたって

凡例

おすすめ度 インハウスエスコグループとして採用してほしい程度

削減効果 小：数万円/年、中：十数万円/年、大：２０万円/年超

必要経費 小：数万円、中：十数万円、大：２０万円超

費用対効果 小：費用を回収に5年以上を要す、中：数年で費用を回収、大：1年以内で回収

リスク 問題の発生する可能性

導入しやすさ 高：簡単に実現

専門性 専門的知識を必要とする度合い

※施設の状況により効果、費用、リスク、実現のし易さは大きく異なる場合がある。
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 この手法は、インハウスエスコＧが省エネ提案事業を遂行するに当たりできるだけ少ない経費と時

間で削減効果をあげるべく実践した手法(主にチューニングや運用改善)である。したがって、大きな

改修工事を伴うような省エネ手法は掲載されていない。また、手法全般をまとめたものでもない。 

 実際に取り入れる場合には現状を詳細に調査し適用の是非を判断する必要がある。同じような施

設の同じような設備でも、メーカーの違い、施工年度の違い、施工者、設計者のちがいにより省エネ

効果が異なる場合がある。また、適用できない場合もある。事例と効果に記載した削減効果額、経

費においても施設によっては大きく異なる場合がある。 

 本手法はこれから省エネ改善を行う場合のヒントとして活用されるよう編集している。手法の順序

は専門性が低く導入しやすいものからとしている。また、可能性のある手法を素早く見つけ出すため

「導入のための見分け方」を活用してほしい。 

 また、手法の適用には必ずリスクが伴う。留意事項として想定される問題点を記載したが、何が起

こるか分からないリスクは常につきまとう。2 年にわたるインハウスエスコ事業の経験からあえて申し

上げるならば省エネルギーの推進には相応の覚悟が必要である。 



1.2　各手法一覧
おすす
め度

効果 費用 リスク
導入し
易さ

専門性

初級
手法1 自動運転スケジュール確認

～自動で不効率になっていないか～

手法2 屋外照明の点灯時間の見直し　　
～明るいときも外灯が点灯していませんか～

手法3 屋外照明点灯箇所の確認
～不用なところを照らしていませんか～

手法4 電気パネルヒーターの設定温度見直し
～冬でもないのに暖房？～

手法5 電気室等ファン発停温度設定の見直し
～電気室の室内温度は３０℃でも大丈夫～

手法6 凍結防止制御用温度調節器設定温度の見直し
～０℃以上で水は凍りません～

手法7 地下ピット換気の運転状況確認
～知らないところでファンが回ってる？～

手法8 熱源機器の運転台数の見直し
～いつも100％運転しなくてもいい～

手法9 下水道排水量減量認定申請　　
～蒸発した水は下水道に流れません～

手法10 電力契約種別の最適化
～電気代払い過ぎてませんか～

手法11 高圧電力契約容量の見直し
～契約書を見直し経費節減～

中級
手法12 給湯一次ポンプの運転改善

～意味もなく動いているポンプ～

手法13 起動時外気導入停止制御の適正活用
～暖房予熱時は外気ストップ～

手法14 暖房運転時間見直し
～仕組みを理解し効率アップ～

手法15 照明換気スイッチ連動制御
～スイッチ１つで省エネを～

手法16 用途限定空調機の運転確認
～関係ない空調機ストップ～

手法17 換気ファンの省エネ運用（季節運転）
～冬季の換気は停止可能～

手法18 タイムスイッチ動作確認
～そのタイマー大丈夫？～
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おすす
め度

効果 費用 リスク
導入し
易さ

専門性

手法19 笠木融雪設備の融雪範囲見直し
～部分運転でも問題ない～

手法20 誘導灯の消灯
～消せるものは何でも消す～

手法21 不用運転機器の停止
～省エネは停止が基本～

手法22 還水槽補給水制御の確認
～水だめの水が溢れていないか～

上級
手法23 インバーター制御方式の運転確認

～固定されたインバーター～

手法24 笠木融雪設備の運転制御見直し
～状況に合わせて出力セーブ～

手法25 居室用途変更における設備調整
～使ってない部屋を空調していませんか～

手法26 暖房機自動制御運転条件見直し
～中途半端に止まっている暖房機～

手法27 共用部空調機自動制御運転条件見直し
～大空間を効率的に暖冷房～

手法28 外調機運転台数の最適化
～過剰な換気はエネルギーの無駄遣い～

手法29 中間期における空調機の運転方法見直し
～中間期の空調機運転に技あり～

手法30 水熱源ヒートポンプエアコンの運転方法
～ポンプ待機運転停止で省エネ～

手法31 凍結防止制御対象機器見直し
～一次ポンプ止められますよ～

手法32 凍結防止制御の取り入れ
～凍結防止は手動よりも自動～

手法33 凍結防止センサー位置変更
～目的にあった動作にする～

手法34 外気冷房方式の運用見直し
～寒冷地では外気冷房を活用しよう～

手法35 省エネ台数制御方式の導入
～徹底的に台数制御～
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手法　1

削減効果 小 必要経費 無 対費用効果 大

リスク 小 導入し易さ 高 専門性 小

該当施設

対象設備

前提条件

概要

導入のための

見分け方

導入するには

留意事項

事例と効果
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延べ床面積約3,000m2の展示施設において自動で発停していたトイレの換気扇が
休館日も動いていた。タイムスケジュールを変更し休日を停止とした。効果額25,000
円/年。経費0円

夜間、休日に必要もないのに機器が動いている可能性がある。インハウスエスコ
事業における施設調査においてタイマー、スケジューラーで自動運転されている設
備機器（外灯、ポンプ、ボイラーなど）が予想もしない時間に勝手に動いている事例
が数多く見うけられた。スケジュールを確認し、また、実際にどのように動いている
か各機器の稼働状況を調査する必要がある。運転を正常化させ省エネを図る。

暖房設備等の運転スケジュールを確認する。または、機器の稼働状況を測定・記
録する装置により一週間程度機器の動きを調査する。

　スケジュールの変更ができる人に依頼する。状況に合わせスイッチを切る。

スケジュールの変更は、確認を十分に行い入力する必要がある。設定したとおり
に機器が動かない場合もあるため実際の機器の動きの確認、または、記録式測定
器で再確認する。

自動運転スケジュール確認　　～自動で不効率になっていないか～

おすすめ度 大

自動運転している設備

改善前  
某月12日月曜日開館日 某月13日火曜日開館日 某月14日水曜日休館日  

不用な暖房運転 不用な暖房運転

改善後

暖房運転

開館時間 休　　館開館時間

暖房運転 暖房運転

暖房運転



手法　２ 屋外照明の点灯時間の見直し　　～明るいときも外灯が点灯していませんか～

おすすめ度 大

削減効果 中 必要経費 小 対費用効果 小～大

リスク 小 実現し易さ 高 専門性 小

該当施設

対象設備

前提条件

概要

導入のための

見分け方

導入するには

留意事項

事例と効果
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敷地が広く、外灯等が複数設置されている施設

屋外照明設備

定額で契約しているものを除く。

週間タイマーを設置し、夜明けまで点灯していたものを21時消灯に変更。さらに土
日消灯とした。5灯2.0kwの設備容量で効果額84,000円/年。経費20,000円。

屋外照明の点灯制御方式にはタイマー、自動点滅器、またその組み合わせなど
がある。また、タイマーにも、２４時間式、週間式、ソーラー式等数種類があり、用途
により使い分けられている。

その施設に最適な点灯制御方式を選択し、かつ最適な点灯時間を設定し必要な
時にだけ点灯することで省エネを図る。また、自動点滅器の劣化は無駄な点灯（写
真参照）につながるので定期的な点検が必要である。

　日中の点灯、休日等の点灯、真夜中の点灯などを見つけたら即対応。

　電気設備会社に相談する。

　近隣の防犯を兼ねている場合は、消灯時間の調整が必要。

午後２時に撮影

自動点滅器の劣化による無駄な点灯



手法　３

おすすめ度 大

削減効果 小 必要経費 小 対費用効果 大

リスク 小 導入し易さ 高 専門性 小

該当施設

対象設備

前提条件

概要

導入のための

見分け方

導入するには

留意事項

事例と効果
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敷地が広く、外灯等が複数設置されている施設

屋外照明設備

屋外照明点灯箇所の確認　　～不用なところを照らしていませんか～

外灯ポールにスイッチを取付け

常時消灯とした

1灯300wで日没から日の出まで点灯していた外灯6基にスイッチを取付け常時消
灯とした。削減効果90,000円/年。経費6,000円（ただし、インハウスエスコＧが工事を
行ったため材料費のみ。電気設備工事会社に依頼した場合は数万円は必要とな
る）。

屋外照明は夜間の安全性を確保するための設備であるが玄関廻りを照らす外
灯、駐車場の外灯、外部通路の外灯、裏手の防犯灯などそれぞれの受け持つ範囲
がある。普段は何も利用されていないが行事等の時だけに必要な外灯を毎日点灯
している場合がある。不必要な外灯は不点とし普段必要ないが時として必要となる
外灯にはスイッチを付けるなどして省エネを図る。（写真参照）

　外灯一灯一灯について必要性を見直す。点灯時間、点灯範囲の再確認。

不点灯とする。半灯とする。スイッチを設ける。いずれも電気設備会社に相談す
る。



手法　４

おすすめ度 大

削減効果 小 必要経費 無 対費用効果 大

リスク 小 導入し易さ 高 専門性 小

該当施設

対象設備

前提条件

概要

導入のための

見分け方

導入するには

留意事項

事例と効果
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電気パネルヒーターの設定温度見直し　　～冬でもないのに暖房？～

消火栓ポンプ室において20℃に設定されていた出力1kwの電気パネルヒーターを5℃に
調整（写真参照）したところ削減額は25,000円/年。経費0円。

消火栓ポンプ室や受水槽室または機械室には用水や機器等の凍結防止目的のため電
気パネルヒーターが設置される。また、その設置目的から室内温度を０℃以上に保持する
ことが必要である。

設定温度が必要以上に高い場合は無駄に室内を暖房してしまうことになる。また、中間
期など凍結の心配がない時期に暖房してしまうことになる。このような場合は設定変更す
ることにより省エネを図る。また凍結防止目的の電気パネルヒーターの設定温度としては
５℃程度が適当と考える。

　全パネルヒーターの設定温度を確認する。

　その場でダイヤルを回して５℃程度まで設定を下げる。

居室等に設置された電気パネルヒーターで暖房目的を兼ねた場合の設定温度は２０℃
程度に調整することが必要。

受水槽室や機械室またはポンプ室に電気パネルヒーターが設置されている施設

電気パネルヒーター

20℃設定の電気パネルヒーター
緑色ランプ点灯は通電中

5℃に設定変更
緑色ランプ消灯はスタンバイ

電気パネルヒーター 設定部

調整後ぴかっ



手法　５

おすすめ度 大

削減効果 中 必要経費 無 対費用効果 大

リスク 小 導入し易さ 高 専門性 小

該当施設

対象設備

前提条件

概要

導入のための

見分け方

導入するには

留意事項

事例と効果

電気室においては、３０℃程度に設定する。

※稼働率の比較例（対象施設RC造１Ｆの電気室：弘前市）

30℃設定 23℃設定

26℃以上 88%以上 100%

24℃ 65% 100%

20℃ 40% 100%

17℃ 7% 65%以上

15℃以下 2%以下 50%以下
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電気室等ファン発停温度設定の見直し　　～電気室の室内温度は３０℃でも大丈夫～

23℃設定を30℃に変更したところ稼働率が1/3以下になった。また外気温との関係を下
表にまとめた。この結果冬季送風機が運転することは無くなった。

電気室には変圧器等からの発熱による室内の温度上昇を防止する目的で換気設備が
設けられている。調査の結果室内温度設定値が３０℃未満（２０℃～２５℃）になっている
施設が多く見られ必要以上に運転していることが判明した。設定温度が低い場合は３０℃
に変更し省エネを図る。

　温度調節器の設定温度を確認する。

　センサーの場所を見つけて、ダイヤルを回すだけ（３０℃程度で安心）。

　温度調節器の精度は送風機運転開始時の室温と、設定温度の比較により確認できる。

送風機

ファン発停用温度調節器（写真参照）が設置されている。

稼働率
日平均外気温度

温度調節器

設定用ツマミ



手法　６

おすすめ度 大

削減効果 大 必要経費 無 対費用効果 大

リスク 小 導入し易さ 高 専門性 小

該当施設

対象設備

前提条件

概要

導入のための

見分け方

導入するには

留意事項

事例と効果
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凍結防止制御用温度調節器設定温度の見直し　　～０℃以上で水は凍りません～

設定温度15℃を5℃に変更。循環ポンプ出力3.7kwにおいて効果額34,000円/年。経費0
円。

温水暖房設備では暖房配管及び放熱器の凍結を防止するため一定条件下で強制的に
循環ポンプを起動させ凍結防止制御をしている。凍結の心配がある場所（施設内で最も寒
い場所）に設置された温度調節器が周辺温度を感知し設定値（５℃程度）以下になると循
環ポンプへ起動信号を出力している。

しかし誤設定により設定値が5℃以上となっている場合は循環ポンプが必要以上に運転
することになる。このような場合は設定値を５℃程度に変更し省エネを図る。

　温度調節器の設定温度を確認する。

　センサーの場所を見つけて、ダイヤルを回すだけ（５℃程度で安心）。

　設定を２℃以下にすると凍結の恐れ有り（センサーの誤差を考慮）。

館内に温水を循環させ暖房を行っている施設

温水暖房自動制御設備

室内に凍結防止制御用温度調節器が設置されていること。

電気式室内型温度調節器 １５℃になっていますよ
５℃以下にして下さい

設定ツマミ　　拡大



手法　７

おすすめ度 大

削減効果 小 必要経費 小 対費用効果 大

リスク 小 導入し易さ 高 専門性 小

該当施設

対象設備

前提条件

概要

導入のための

見分け方

導入するには

留意事項

事例と効果

凡例

おすすめ度 インハウスエスコグループとして採用してほしい程度

削減効果 小：数万円/年、中：十数万円/年、大：２０万円/年超

必要経費 小：数万円、中：十数万円、大：２０万円超

費用対効果 小：費用を回収に5年以上を要す、中：数年で費用を回収、大：1年以内で回収

リスク 問題の発生する可能性

導入しやすさ 高：簡単に実現

専門性 専門的知識を必要とする度合い

※施設の状況により効果、費用、リスク、実現のし易さは大きく異なる場合がある。
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タイマーにより制御され１日10時間運転していたピット用換気設備を２時間/日とし
節電を図った。削減効果90,000円/年。経費0円（タイマー等を設置する場合は数万
円の経費が必要）。

地下ピットの換気用ファンは、ピット内の除湿、温度上昇防止を目的として設置さ
れている。しかし、ピット内の配管の内蒸気配管を除いてはピット内の温度上昇に配
慮する必要が無く、ピットが乾燥状態にある場合は換気扇を常に運転する必要はな
い。また、ピットの湿度の状態によっては間欠運転でも問題のない場合がある。ピッ
ト内換気設備の運転方法を見直し省エネを図る。

一階暖房機用に床から配管が出ている場合は地下ピットが造られていると考えら
れる。付近に床点検口があるのでピット内を点検する。一階電灯盤、動力盤のブ
レーカーに地下ピット換気設備等の記載がないか調査し、設置されている場合は運
転状況を確認する。

　一度停止させその後の状況を確認する。

地下水位は季節により変動し湿度等の状況が変わるためときどきピット内を確認
する必要がある。

暖房配管用地下ピットを持つ施設

地下ピット用換気設備

地下ピット用換気設備を常に運転している。

地下ピット換気の運転状況確認　　～知らないところでファンが回ってる？～



手法　８

おすすめ度 大

削減効果 小 必要経費 小 対費用効果 大

リスク 小 導入し易さ 高 専門性 小

該当施設

対象設備

前提条件

概要

導入のための

見分け方

導入するには

留意事項

事例と効果

ボイラーは故障などに備え複数台に分けて設置されることが多い
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熱源機器の運転台数の見直し　　～いつも100％運転しなくてもいい～

350kwのボイラー２基のうち１基のラインポンプ0.75kwを焚き始めのみの運転とし
た。削減効果額5,000円/年。経費0円。

ボイラーなどの熱源機器は、故障に備え複数台に分けて設置されている場合が
多い。中間期においては負荷率が低いため全ての熱源機器を稼働させる必要のな
い場合が多い。また、融雪の熱源を兼ねている場合等は暖房のみの運転では熱源
機器を間引いても問題のない場合がある。負荷の状況に合わせ熱源機器を休止さ
せることにより省エネを図る。

　熱源機器が複数台設置され、台数制御が行われていない。

　負荷の状況に合わせ熱源群を運転台数を変える。

暖房設備

熱源機器が複数台設置され、台数制御が行われていない。



手法　９

おすすめ度 大

削減効果 大 必要経費 小 対費用効果 大

リスク 小 導入し易さ 高 専門性 小

該当施設

対象設備

前提条件

概要

導入のための

見分け方

導入するには

留意事項

事例と効果
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公共下水道供用地域

水を蒸発させ冷却 蒸発分を計測、申請

下水道排水量減量認定申請　　　～蒸発した水は下水道に流れません～

循環水量200ｍ3/hの冷却塔で運転時間12時間/日の施設において年間補給水量700ｍ
3を計測。青森市の下水道料金で約240,000円削減。経費70,000円（測定用メーターが付い
ていれば経費0円）。

一般に下水道料金は水道使用量に連動して決められているが、使用水道水が下水道に
放流されない場合は条例によりその量が減免される。

冷却塔は熱源から生ずる温排水（冷却水）を大気と接触させその蒸発潜熱を利用し冷却
する装置である。つまり温排水の一部を蒸発させるため、水は減量しその分は補給され
る。（この補給水は下水道には放流されていない）

補給水系統にメーター設置して（右下写真参照）補給水量を計測し減量申請することに
より経費の節減を図る。

湿度の高い時期に機械から水蒸気が「もくもく」発生していたら可能性大。それが冷却塔
（左下写真参照）です。

　水道設備会社に工事を依頼しメーター設置後、下水道管理者に申請する。

　補給水の水源種別（上水・雨水・井水）により減免単価に差がある。

冷却塔（クーリングタワー）が設置されている施設

冷却塔補給水設備

　冷却塔です

メーター設置



手法１０

おすすめ度 大

削減効果 大 必要経費 無 対費用効果 大

リスク 小 導入し易さ 高 専門性 小

該当施設

対象設備

前提条件

概要

導入のための

見分け方

導入するには

留意事項

事例と効果
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電力契約種別の最適化　　～電気代払い過ぎてませんか～

電気の使用状況によって効果額は変動するが、2～5％程度削減可能。例えば電気使用
料金500万円/年の施設の場合10万円/年～25万円/年の削減が見込める。経費0円。

電気の契約種別は、電気の使われ方、規模によって決まっている。東北電力では高圧受
電施設で契約電力５００ＫＷ未満の場合、標準的契約として業務用電力（電灯電力併用需
要）と高圧電力Ｓ（電力需要）に分かれる。また前者の場合他の契約種別として業務用季節
別時間帯別電力・業務用ウィークエンド電力・業務用電力Ⅱ・業務用季節別時間帯別電力
Ⅱが用意されている。同様に後者の場合は高圧季節別時間帯別電力Ｓ・高圧電力ＳⅡ・高
圧季節別時間帯別電力ＳⅡがある。過去の電気使用実績を調査解析し、数ある契約種別
の中から施設に最適のものを選択することにより経費の節減を図る。
　契約変更手続きは書類申請のみで実施可能であり、経費の負担がない。

２４時間業務施設（○○警察署、○○病院）、特殊空調稼働施設（○○研究所）、土日祝
日開館施設（○○館、○○センター）、宿泊施設（○○園）等の特徴を有する施設は試算す
べき。

契約内容を熟知した人または電力会社に相談し現在の契約が最適かどうか判断し変更し
た方が有利な場合は申請をする。
　また、東北電力では無料で試算（下図参照）してくれるので依頼する。

契約変更後であっても施設運用（業務日数、業務時間）変更等があった場合はその都度
判断が必要。

高圧受電施設

電力会社による試算



手法１１

おすすめ度 大

削減効果 大 必要経費 無 対費用効果 大

リスク 小 導入し易さ 高 専門性 小

該当施設

対象設備

前提条件

概要

導入のための

見分け方

導入するには

留意事項

事例と効果

凡例

おすすめ度 インハウスエスコグループとして採用してほしい程度

削減効果 小：数万円/年、中：十数万円/年、大：２０万円/年超

必要経費 小：数万円、中：十数万円、大：２０万円超

費用対効果 小：費用を回収に5年以上を要す、中：数年で費用を回収、大：1年以内で回収

リスク 問題の発生する可能性

導入しやすさ 高：簡単に実現

専門性 専門的知識を必要とする度合い

※施設の状況により効果、費用、リスク、実現のし易さは大きく異なる場合がある。
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比較的大規模な高圧受電施設

500kw以上で電力契約をしている。

高圧電力契約容量の見直し　　～契約書を見直し経費節減～

800kwで契約していた施設の契約電力を使用状況の推移を確認しながら2段階に
渡って計100kw下げた。削減額1,600,000円/年。経費0円。

500ｋｗ以下の契約で高圧受電している施設はデマンド契約となり過去一年間の
最大値に契約電力が自動的にきまるが、500kw以上の契約では契約変更を申請し
なければ契約電力は変わらない取り決めとなっている場合が多い。電力会社では
大口の顧客の場合に一年の電気利用状況を説明し確認の上契約等の更新をして
いるが今後一年間の施設の利用状況の詳細を再検討することにより契約電力量を
下げることが可能となる場合がある。契約電力容量を見直し経費の節減を図る。

　過去一年のデーターを調べ契約電力量を再検討する。

　電力会社に相談する。

　毎年見直しを行う。



手法１２

おすすめ度 大

削減効果 小 必要経費 小 対費用効果 中

リスク 小 導入し易さ 中 専門性 中

該当施設

対象設備

前提条件

概要

導入のための

見分け方

導入するには

留意事項

事例と効果

温水ボイラー
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機械室動力盤に取り付けられてい
る給湯一次ポンプ二次ポンプのス
イッチと運転表示。給湯二次ポン
プはタイマーにより自動で運転さ
れている。一方、給湯一次ポンプ
は貯湯槽による自動運転のため
温度を満たし停止中。しかし、給
湯時間外において運転してしまう
可能性がある。

改修後イメージ図

二次ポンプ用タイマーで一次ポンプも制御

給湯一次ポンプ：
意味のない時間帯に動き続けて
いないか？

給湯設備

機械室に貯湯槽がある。

給湯一次ポンプの運転改善　　～意味もなく動いているポンプ～

　機械室内動力盤表面

給湯一次ポンプの運転を二次ポンプタイマー（既存）による条件を追加する配線工
事を行った。削減効果額11,000円/年。経費15,000円。

中央式給湯設備には熱源と貯湯タンクを結ぶ給湯一次ポンプと給湯タンクのお湯
を常に配管内に循環させて蛇口からすぐにお湯が出るようにする給湯二次ポンプ
（循環ポンプ）が設置されてる。一般に給湯二次ポンプは給湯時間に合わせ運転さ
れているが給湯一次ポンプは貯湯槽の温度で運転制御されている。機械室で自動
運転となっていても給湯時間以外に貯湯槽の温度で回っていることがある。給湯一
次ポンプの運転を給湯時間に合わせることにより省エネを図る。

機械室にある給湯一次ポンプのスイッチが常に自動となっている。また、機械室
の動力盤の給湯一次ポンプの表示が給湯を使用していないときも赤ランプ（運転）と
なっている。（給湯利用時間以外は緑ランプとなっている→正常）

　電気設備工事または自動制御設備工事会社に相談する。

　工事に当たっては給湯設備運転時間と熱源運転時間の整合性を持たせること。

 T

貯
湯
槽



手法１３

おすすめ度 大

削減効果 大 必要経費 無 対費用効果 大

リスク 小 導入し易さ 高 専門性 中

該当施設

対象設備

前提条件

概要

導入のための

見分け方

導入するには

留意事項

事例と効果

「切」：通常運転

「入」：余熱運転時外気導入停止（ウォーミングアップ）

「入」の場合は余熱運転時間の設定ができる。

余熱運転時間設定タイマー

※１年間の運用方法を確立することが望ましい。

例えば

ウォーミングアップ 設定時間

１２月 「入」 ３０分

１月 「入」 ４５分

２月 「入」 ６０分

24

起動時外気導入停止制御の適正活用　　～暖房予熱時は外気ストップ～

送風量20,000ｍ3（外気は6,000ｍ3）の空調機で暖房期間において、それまでの2時間予
熱運転を外気導入停止運転1時間に変更した。削減効果額150,000円/年。経費0円。

空調機は始業開始時刻に室内が適正温度になるように、出勤時刻前から余熱運転して
いる。しかしその時点では在室者がいないので、外気を取り入れる必要性は低い状況に
ある。青森県においては、冬期暖房運転時は余熱時外気導入を停止することにより熱源
で消費するエネルギーを大幅に削減することが可能となる。また、余熱運転時間の短縮も
可能である。逆に冷房運転する場合は朝方の気温の低い外気を積極的に導入した方が
省エネになる。起動時の余熱時外気導入停止（ウォーミングアップ）制御を適正化すること
で省エネを図る。

余熱時外気導入停止（ウォーミングアップ）スイッチがある場合は「入り・切り」の操作で
簡単に適用できる（写真参照）。

　起動時外気導入停止制御を季節ごとに使い分ける。余熱運転時間の設定を変更する。

　在室者がいる状態での外気導入停止制御は室内環境の悪化を招くので注意する。

空気調和システムにダクト方式を用いた施設

空調・換気設備

余熱時外気導入停止（ウォーミングアップ）制御を行っている。



手法１４

おすすめ度 大

削減効果 中 必要経費 無 対費用効果 大

リスク 小 導入し易さ 高 専門性 中

該当施設

対象設備

前提条件

概要

導入のための

見分け方

導入するには

留意事項

事例と効果
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暖房設備

タイマー、スケジューラーで暖房設備を自動運転している。

暖房運転時間見直し　　～仕組みを理解し効率アップ～

延べ床面積約5,000m2の施設において熱源設備を一時間早く停止させたときの効
果額約50,000円/年。経費0円。

暖房設備等を自動運転している施設において暖房時間に合わせ暖房設備機器全
てを稼働させている場合がある。例えば朝6時から夕方6時までの運転とすると、早
朝ボイラー焚き始めの時はまだ温水が温まっておらず暖房機を運転する必要がな
い。また、夕方6時までの暖房においてはボイラーを早めに止めてもシステム全体
に熱量が保有されているため暖房能力がすぐに低くなることはない。そこで、焚き始
めは暖房機器の運転を遅らせ、また、暖房停止時間より熱源設備を早めに停止さ
せ省エネを図る。

暖房設備等の運転スケジュールを確認する。全体が同じ時間で制御されている場
合は改善できる可能性がある。

　スケジュールの変更ができる人に依頼する。

スケジュールの変更は、確認を十分に行い入力する必要がある。設定したとおり
に機器が動かない場合もあるため実際の機器の動きの確認、または、記録式測定
器での計測をする必要がある。



手法１５

おすすめ度 中

削減効果 小 必要経費 小 対費用効果 小

リスク 中 導入し易さ 中 専門性 中

該当施設

対象設備

前提条件

概要

導入のための

見分け方

導入するには

留意事項

事例と効果
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小型換気扇

個別換気をしている。

照明換気スイッチ連動制御　　～スイッチ１つで省エネを～

　規模10㎡程度のトイレで効果額3,000円/１カ所・年。経費4,000円程度(施工規模による)。

無窓のトイレや倉庫は使用時に照明が必要である。またこれらの照明は使用後は節電
のためこまめに消灯されているが換気は常に稼働させている場合が多い。照明と換気を
連動させることにより使用時のみ換気することで省エネを図る。

具体的には、一つのスイッチで照明と換気扇を「ON」「OFF」できるようにする（写真参
照）。また、トイレは臭気を考慮し消し遅れスイッチ（スイッチ「OFF」後照明は即消え換気扇
は約３分遅れて切れる。）を採用する。

　無窓のトイレや倉庫で照明と換気扇のスイッチがそれぞれ別々にある。

　電気設備会社に工事を依頼する。

　日中明るいトイレ（日中消灯）で換気扇のみ運転している施設では採用できない。

照明＋換気＝お手洗

照明

換気

拡大

変更前 変更後



手法１６

おすすめ度 大

削減効果 小 必要経費 無 対費用効果 大

リスク 小 導入し易さ 高 専門性 中

該当施設

対象設備

前提条件

概要

導入のための

見分け方

導入するには

留意事項

事例と効果
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用途限定空調機の運転確認　　～関係ない空調機ストップ～

エントランスの外壁面(ガラス)を下方からスリットにより温風を吹き出させていた空
調機（送風機出力3.7kw）を冬期のみの運転とした。削減効果75,000円/年。経費0
円。

エントランスホールの外壁がガラス張りの施設は数多くあるが、寒冷地ではガラス
面がくもるのを防止するために、また、コールドドラフト（冷気の降下）を防ぐために
ガラス面の下方から空調機により温風を吹き出させている場合がある。このような
用途の空調機は冬期専用の空調機となるが中間期や夏期においても運転している
事例があった。運転期間を厳寒期のみとし省エネを図る。

また、大空間エントランスの場合、冷房効率を高めるため上部から専用空調機に
より冷気を吹き出させる場合がある。このような空調機は冷房専用機となるので中
間期、冬期は停止させる。

　ガラス張りの外壁に対しくもり止めを目的とした空調機が設置されている。

　冬期限定の運転とする。

エントランスホールのカーテン
ウォールへの空調機吹き出し口
（床吹き出し）

ガラス張りの外壁を持つ施設

空調設備



手法１７

おすすめ度 大

削減効果 大 必要経費 無 対費用効果 大

リスク 小 導入し易さ 高 専門性 中

該当施設

対象設備

前提条件

概要

導入のための

見分け方

導入するには

留意事項

事例と効果

　　    ６ヵ月間停止可能

28

1日12時間運転を冬季（11月～4月）運転停止とした。1.5kw2台の設備容量で効果額
70,000円/年。経費0円。

機械室や倉庫における換気は、機器類から放熱される熱による室内の温度上昇の緩和
を目的としている。通年換気ファンが運転されている施設にあっては機械室や倉庫で、外
気温度が低下する冬期においてファンを停止させることが可能な場合がある。

平成１７年度ある施設において機械室の温度変化を調査した結果１１月～４月は室内の
温度上昇もなく、湿度も一定でありファン停止運用が可能であることを確認した。

記録式温湿度計（データー蓄積型）等を使用し室内の温度変化を把握することで、停止
運用期間を決定し省エネを図る。

　無人の機械室、倉庫で換気ファンが運転していたら改善の可能性あり。

　対象となる室内の温湿度変化を調査する。

　ファン停止により温度上昇や湿度変化が見られる場合は間欠運転を検討する。

換気設備

換気ファンを通年スケジュール運転している。

換気ファンの省エネ運用（季節運転）　　～冬季の換気は停止可能～

対策前

対策後

送風機運用比較

運転

停止

凡例



手法１８

おすすめ度 大

削減効果 大 必要経費 無 対費用効果 大

リスク 小 導入し易さ 中 専門性 中

該当施設

対象設備

前提条件

概要

導入のための

見分け方

導入するには

留意事項

事例と効果
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タイムスイッチ動作確認　　～そのタイマー大丈夫？～

運転時間が8:00～11:00と13:00～17:00に設定されていた換気用送風機がタイムスイッチ
の不良（接点の摩耗）により24時間運転していたのでタイムスイッチを交換した（その時の
送風機電流値を下図に示す）。送風機は3.7kw2台で効果額350,000円/年。経費10,000円。

タイムスイッチは制御したい機器に対してあらかじめ設定した時刻に自動で電源を「ON」
「OFF」する装置として広範囲に使用されている。また交換の目安はメーカーによると５年と
されているが、実際はほとんど交換されていない。

機器の制御がタイムスイッチの設定と一致しているか動作確認し、またタイムスイッチ自
体が正常か確認し、動作不良の場合はタイムスイッチを交換する。これにより機器運転を
適正化し省エネを図る。

　動力盤内に写真のような古いタイムスイッチ（１５年以上経過）が設置されている。

記録式電流計（データー蓄積型）等を使用しそのタイムスイッチにより制御されている機
器の運転状況を計測する。

外見は壊れていなくても現在時刻の不一致、停電補償用蓄電池の機能障害などがあ
る。

タイムスイッチ

タイムスイッチ

タイムスイッチ交換後

設定条件
  8:00「ON」 11:00「OFF」
13:00「OＮ」 17:00「OFF」

タイムスイッチ不具合

送風機電流値

「OFF」にならない

「ON」「OFF」正常

時刻

時刻



手法１９

おすすめ度 大

削減効果 小 必要経費 無 対費用効果 大

リスク 中 導入し易さ 高 専門性 中

該当施設

対象設備

前提条件

概要

導入のための

見分け方

導入するには

留意事項

事例と効果

凡例

おすすめ度 インハウスエスコグループとして採用してほしい程度

削減効果 小：数万円/年、中：十数万円/年、大：２０万円/年超

必要経費 小：数万円、中：十数万円、大：２０万円超

費用対効果 小：費用を回収に5年以上を要す、中：数年で費用を回収、大：1年以内で回収

リスク 問題の発生する可能性

導入しやすさ 高：簡単に実現

専門性 専門的知識を必要とする度合い

※施設の状況により効果、費用、リスク、実現のし易さは大きく異なる場合がある。

30

笠木融雪設備

笠木融雪設備の融雪範囲見直し　　～部分運転でも問題ない～

東側に布設されていた笠木ヒーター36mのブレーカーをOFFとし融雪を行わないこ
ととした。削減効果額28,000円/年。経費0円。

多雪地の屋上笠木には、雪庇の落下から人・建築物（窓ガラス）を守るため笠木
ヒーターが布設されている。設計時には雪庇の付着具合を正確に予測することが難
しいため広範囲にわたりヒーターを布設するが、実際に不要となる部分を細かく分
離できるよう施行されていることが多い。実際の雪庇の状態により必要な笠木ヒー
ターを再検討し省エネを図る。

笠木ヒーターの設置箇所を把握する。北側、東側に設置されているヒーターは運
転停止を検討する。雪庇の付く可能性のない箇所、雪庇が付いても事故の可能性
のない箇所のヒーターの運転停止を検討する。

　ブレーカーをOFFとする。

　降雪状況に合わせ雪庇の状況を確認し事故防止に努める。
温度センサーが回路全体を制御している場合温度センサーが設置されている部

分の融雪ヒーターには注意を要する。



手法２０

おすすめ度 中

削減効果 小 必要経費 無 対費用効果 中

リスク 小 導入し易さ 中 専門性 中

該当施設

対象設備

前提条件

概要

導入のための

見分け方

導入するには

留意事項

事例と効果
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誘導灯信号装置が設置されていることが必要

延べ床面積5,700m2の施設で夜間誘導灯を消灯させた場合、削減効果19,000円/
年。経費0円。（既存の設備が消灯の条件を満たしていたため消防署への申請のみ
で誘導灯の消灯が可能となった）

非常時の避難誘導を目的として誘導灯があり一般に常時点灯している。この誘導
灯は平成１１年３月１７日付け消防予第５３号により一定の条件を満たすことにより
無人となるときに消灯できることとなった。消灯可能となる条件を満たしている場合
は消防署に申請し夜間等無人となる時間帯に誘導灯を消灯し省エネを図る。

誘導灯信号装置(写真)の有無を確認する(防災盤の近くによく設置されていること
が多い)。誘導灯信号装置は防災盤の近くにある電灯盤の負荷名でも確認できる。

　消防署に相談する。

　誘導灯信号装置がない場合は多額の工事費が必要となる。

誘導灯設備

夜間無人となる。誘導灯信号装置が設置されている。

誘導灯の消灯　　～消せるものは何でも消す～



手法２１

おすすめ度 大

削減効果 小～大 必要経費 無 対費用効果 大

リスク 中 導入し易さ 高 専門性 小

該当施設

対象設備

前提条件

概要

導入のための

見分け方

導入するには

留意事項

事例と効果

凡例

おすすめ度 インハウスエスコグループとして採用してほしい程度

削減効果 小：数万円/年、中：十数万円/年、大：２０万円/年超

必要経費 小：数万円、中：十数万円、大：２０万円超

費用対効果 小：費用を回収に5年以上を要す、中：数年で費用を回収、大：1年以内で回収

リスク 問題の発生する可能性

導入しやすさ 高：簡単に実現

専門性 専門的知識を必要とする度合い

※施設の状況により効果、費用、リスク、実現のし易さは大きく異なる場合がある。
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研究施設において共同で使用していた保冷庫が利用されていないのに電源が
入っていた。保冷庫には換気設備も付属しており関係する全ての運転を停止させ
た。削減効果額889,000円/年。経費0円。

無駄に回転している、運転している、スイッチが入っている機器を見つけ出す。機
械室や電気室の動力盤、配電盤、計装盤に緑ランプと赤ランプが並んで付いており
赤ランプが点灯している場合は機器が運転していることを示している。全ての機器
の運転に間違いないかを確認する。また、取り扱い責任者がはっきりしていない設
備、機器など利用していないのに運転していることがある。例えば、冷蔵庫など中に
何も入っていないのにスイッチが入っている場合がある。不用運転機器を停止させ
省エネを図る。

施設内にある全ての機器の運転状況を把握し無駄にスイッチが入っていないかを
確認する。

　スイッチを切る。または、タイマーによる運転を検討する。

不用運転機器の停止　　～省エネは停止が基本～



手法２２

おすすめ度 小

削減効果 小 必要経費 大 対費用効果 小

リスク 小 導入し易さ 高 専門性 中

該当施設

対象設備

前提条件

概要

導入のための

見分け方

導入するには

留意事項

事例と効果

機械室にある還水槽

写真は容量5t、2*1*2.5h

ステンレス板で囲まれている

右側上部は補給水管

33

還水槽3tの補給水用ボールタップを撤去し、電極を設置、電磁弁により補給する
方式に変更した。削減効果30,000円/年。経費220,000円。

蒸気ボイラーは水に熱を加え蒸気を作り、蒸気は配管を通り暖房機等の負荷設
備で熱を放出し水に戻る。水(還水)は、機械室に設置されている真空ポンプで集め
られ機械室に戻る。機械室には戻ってきた水を再度ボイラーに送り無駄なく水をサ
イクルさせるため水の一次貯水タンクである還水槽が設置されている場合がある。
還水槽は貯水量を変動させ水のリサイクルを可能とする。また、還水槽は、戻って
きた水がまだ熱を保有しているため熱効率を上げることにも役立っている。この還
水槽には補給水管が接続されているがその制御としてボールタップが設置されてい
る場合がある。ボールタップは、水洗トイレのロータンク（水溜）や飲用水タンクに設
置され使用した水が直ちに補給されるよう動作する。したがって、これを還水槽に設
置した場合は使った水が常に補給されるので戻ってきた水を蓄えることができなる。
このような場合は補給水制御をボールタップ方式から電極方式に変更し水をリサイ
クルさせ、また、戻ってきた水の熱を回収し熱効率を向上させ省エネを図る。

還水槽から還水（水）がオーバーフロー（あふれ出る）していないか。オーバーフ
ロー用受け皿がぬれていないか確認する。オーバーフローしている場合はボール
タップによる制御、または、電極の調整不良が考えられる。

　暖房配管設備会社に相談する。

蒸気で暖房している施設

機械室内の還水槽

還水槽補給水制御の確認　　～水だめの水が溢れていないか～



手法２３

おすすめ度 大

削減効果 小～大 必要経費 小 対費用効果 大

リスク 小 導入し易さ 高 専門性 大

該当施設

対象設備

前提条件

概要

導入のための

見分け方

導入するには

留意事項

事例と効果
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現在34.56Hzにインバーター制御し適正に運転している。この数値
が50Hz付近から動かない場合は正常に機能していない可能性が
ある。

機械室ポンプ、空調用ファン、換気用ファン

インバーター制御されている。

インバーター制御方式の運転確認　　～固定されたインバーター～

複数ある会議室を利用状況に合わせ風量をインバーター制御していたがセン
サーに誤動作がありインバーター回路が機能していなかった。削減効果390,000円/
年。経費25,000円。

設備機器は、一定の条件下で設計されており使用されている環境はほとんどの場
合設計条件より低い状態にある。したがって、最大負荷で100％の出力で運転され
ている状態は少なく低負荷での運転が多い。設備の規模に比べ負荷が小さいと効
率の悪い運転となってしまうため、モーターの回転数を制御することにより負荷の状
況にあわせ出力を変えるインバーター制御を組み込むことがある。この制御では負
荷や各種のセンサーによるデータが正しく伝達され反映される必要があるが不具合
により省エネ運転となっていない場合がある。インバーターの動作確認を行い不具
合を改善することにより省エネを図る。

熱源機械室、空調機械室にポンプやファンの制御のためにインバーターが設置さ
れていることが多い。写真のような形状をしており時々数値を確認し数値の変動が
不自然な場合はインバーターが誤動作している可能性がある。

　空調設備会社、自動制御設備会社に相談する。



手法２４

おすすめ度 大

削減効果 小 必要経費 小 対費用効果 大

リスク 中 導入し易さ 高 専門性 大

該当施設

対象設備

前提条件

概要

導入のための

見分け方

導入するには

留意事項

事例と効果
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笠木ヒーター制御盤内にある温度
調節器。9.6は現在の笠木表面温
度。この設定器の設定温度を変
更し省エネを図る。

１月１１日から１９日の間(平均外
気温度1.95℃)笠木ヒーター設定
温度を3℃5℃10℃としヒーター
の稼働状況を調査した。

笠木ヒーターの設定温度を10℃から5℃に変更すると稼働率が3/4にあることが調
査で分かった。さらに、降雪センサーを併用すると稼働時間は1/3になると想定され
る。

笠木ヒータは、笠木の表面温度により制御されている場合が多い。施設完成時に
は大雪に備えて、また、実際の雪庇の付着状況が分からないため設定温度は７～
9℃と高めに設定されている。この設定温度はヒーターの稼働率に大きく影響する。
雪庇の付着状況を実際に確認し動作を適正化することにより省エネを図る。

次に、路面融雪を行っている場合は降雪センサーが設置され制御されている場合
が多い。笠木ヒーターが温度制御だけで行われている場合、降雪センサーの制御
を加えることによりさらなる省エネを図る。

笠木ヒーターの設置箇所を把握する。ヒーターの制御方式を確認する。他の融雪
設備に降雪センサーが設置されていないか確認する。

雪庇の付着状況に合わせ笠木ヒーターを運転し、運転温度設定を変える。降雪セ
ンサー回路を利用することについては電気設備会社に相談する。

　雪庇の付着状況を確認し事故防止に努める。

笠木融雪設備

笠木融雪設備の運転制御見直し　　～状況に合わせて出力セーブ～
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手法２５

おすすめ度 大

削減効果 大 必要経費 小 対費用効果 大

リスク 小 導入し易さ 高 専門性 大

該当施設

対象設備

前提条件

概要

導入のための

見分け方

導入するには

留意事項

事例と効果

※変更項目 送風量   2,000m3→700m3
周波数  給気FAN59Hz→36Hz 排気FAN50Hz→30Hz

36

居室用途変更における設備調整　　～使ってない部屋を空調していませんか～

会議室から執務室に変更になった部屋の外調機用送風機の周波数を調整し風量を1/3
としたところ、効果額120,000円/年。経費20,000円（下図参照）。

例えば会議室として設計され運用されていた部屋が用途変更により一般執務室となった
り、または倉庫になった場合は空調において過剰にエネルギーを消費している可能性が
ある。一般執務室であれば職員数に合わせた換気量の調整が必要であり、倉庫であれば
空調停止も可能である。換気量の調整方法としては、外気取り入れダンパー（写真参照）
の開度調整、送風機用電動機の回転数調整がある。運用状況に合わせた調整を行うこと
により省エネを図る。

特に複数の機関・団体が使用している施設では施設運用開始後に用途変更になった居
室の有無を確認する。

　空調設備会社、自動制御設備会社に相談する。

　インバーターによる調整ができる場合は効果が大きい。

空調・換気設備

調整

 
FAN
1

FAN

2,000m3/h

2,000m3/h

59Hz

50Hz

 
FAN

FAN

700m3/h

700m3/h

36Hz

30Hz

会議室 執務室用途変更

ダクト用ダンパー

この開度で風量を調整する



手法２６

おすすめ度 中

削減効果 中 必要経費 小 対費用効果 中

リスク 中 導入し易さ 中 専門性 大

該当施設

対象設備

前提条件

概要

導入のための

見分け方

導入するには

留意事項

事例と効果
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写真上部の温度調節器により暖
房機の出力を調整しファンの出
力が手動で固定されているタイ
プに対し室内温度を満たした条

件でファンの電源を遮断す
る回路を組み込んだ。

暖房機自動制御運転条件見直し　　～中途半端に止まっている暖房機～

79台の冷暖房機に対し電源管理を改造することによりファン停止状態をつくる工
事を実施した。削減効果161,000円/年。経費50,000円

暖房設備において室内温度を感知して出力を制御しているものに対し、一定の温
度を満足した場合にファン出力もゼロとし、完全な停止状態になるよう制御を変更し
省エネを図る。

室内温度を設定し運転している暖房機において温度条件を満たした状態でもファ
ンが動いてる。

　空調設備会社、自動制御設備会社に相談する。

温度条件をみたし暖房機が停止した状態にある場合に暖房機自体が停止してい
ると誤解される。改善するためには運転ランプによる動作確認とする必要がある。

暖房設備

暖房機が室内温度制御されている。



手法２７

おすすめ度 中

削減効果 中 必要経費 小 対費用効果 中

リスク 小 導入し易さ 中 専門性 大

該当施設

対象設備

前提条件

概要

導入のための

見分け方

導入するには

留意事項

事例と効果

凡例

おすすめ度 インハウスエスコグループとして採用してほしい程度

削減効果 小：数万円/年、中：十数万円/年、大：２０万円/年超

必要経費 小：数万円、中：十数万円、大：２０万円超

費用対効果 小：費用を回収に5年以上を要す、中：数年で費用を回収、大：1年以内で回収

リスク 問題の発生する可能性

導入しやすさ 高：簡単に実現

専門性 専門的知識を必要とする度合い

※施設の状況により効果、費用、リスク、実現のし易さは大きく異なる場合がある。
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大空間の共用部

空調機設備

温度を設定し自動運転している

共用部空調機自動制御運転条件見直し　　～大空間を効率的に暖冷房～

　空調機が室内温度条件を満たした場合にファンを停止させる制御を組み込み省エ
ネを図った。削減効果108,000円/年。経費10,000円。

特に共用部などに設置されている空調機で同じ空間用に複数台設置されている
場合などは外気処理を他の空調機に任せ温度制御のみを担当させることにより室
内温度条件を満たした場合にその空調機の運転を停止させ省エネを図る。

　大空間に複数台の空調機が設置されている。

　空調設備会社、自動制御設備会社に相談する。

　空調機が室内温度条件を満たし停止した場合の気流の状態を確認する。



手法２８

おすすめ度 中

削減効果 大 必要経費 小 対費用効果 大

リスク 中 導入し易さ 高 専門性 大

該当施設

対象設備

前提条件

概要

導入のための

見分け方

導入するには

留意事項

事例と効果
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外調機運転台数の最適化　　～過剰な換気はエネルギーの無駄遣い～

同一空間で外調機（マルチタイプ11kw）が4台フル運転していた施設で入場者数を考慮し
た手動運転に変更したところ、7,8月は2台その他の月は3台が休止できるようになった（下
図参照）。効果額160,000円/年。経費0円。

　一般に大空間における外気導入量は設計与条件で定めた人員数（定員数）と一人当た
りの必要外気導入量から決められている。しかし、定員で利用する場合は少なく、ほとんど
の場合において過剰に外気を導入してることになる。利用状況に合わせて外気導入量を
段階別に分けることにより省エネを図る。例えば、３０人までは、外調機１台運転。次に６０
人までは同様に２台となるように運用台数を利用者に合わせ調整する。

　外調機のスイッチが複数あったら可能性有り。

　設計会社等に相談し、利用者と運転台数を検討し運用要領を作成する。

　常に入場者数を把握することが必要。また、CO2センサー等により自動的に外気量が調
整されている施設は除く。

空調している施設

空調・換気設備

外調機により換気をしている。

外気取入れ量：
（外調機4台フル稼働＝120人分相当）

過剰
30
名

20℃

0℃ 0℃

外気取入れ量：
（外調機1台稼働＝30人分相当）

30
名

適正

入20℃

７月・８月以外の月
４台→１台



手法２９

おすすめ度 大

削減効果 大 必要経費 小 対費用効果 中

リスク 小 導入し易さ 中 専門性 大

該当施設

対象設備

前提条件

概要

導入のための

見分け方

導入するには

留意事項

事例と効果

凡例

おすすめ度 インハウスエスコグループとして採用してほしい程度

削減効果 小：数万円/年、中：十数万円/年、大：２０万円/年超

必要経費 小：数万円、中：十数万円、大：２０万円超

費用対効果 小：費用を回収に5年以上を要す、中：数年で費用を回収、大：1年以内で回収

リスク 問題の発生する可能性

導入しやすさ 高：簡単に実現

専門性 専門的知識を必要とする度合い

※施設の状況により効果、費用、リスク、実現のし易さは大きく異なる場合がある。
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外気取り入れファンが別に設けられている空調機において手動ダンパーの開閉、
循環ファンの停止をおこない温湿度制御部を切り離し運転した。空調機3台で効果
額151,000円/年。ダンパーの開閉、循環ファンブレーカのOFFはインハウスエスコG
で行ったため経費0円。

空調機はフィルターによる空気の清浄、冷暖房、除加湿、外気処理などの目的で
設置されているが、中間期においては外気導入のためだけで運転されている場合
が多い。したがって、空調機のファンの構成によるが、温湿度管理のための循環
ファンを止めて外気導入のみの運転に切り替え省エネを図る。

　温湿度管理が不用な中間期においても同様に空調機を運転している。

　空調設備会社、自動制御設備会社に相談する。

　十分な外気量を確保することが必要。また、季節ごとの設定変更が必要。

空調機設備

中間期における空調機の運転方法見直し　　～中間期の空調機運転に技あり～



手法３０

おすすめ度 中

削減効果 大 必要経費 無、高 対費用効果 大

リスク 中 導入し易さ 中 専門性 大

該当施設

対象設備

前提条件

概要

導入のための

見分け方

導入するには

留意事項

事例と効果
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水熱源ヒートポンプエアコンの運転方法　　～ポンプ待機運転停止で省エネ～

エアコンの運転に合わせて循環ポンプを手動運転したところ、中間期において循環ポン
プの稼働時間を75%削減することができた。

　冷暖房機として水熱源ヒートポンプエアコンを設置している施設では、システムを常時運
転可能状態とするため機械室で循環ポンプを運転している。中間期などのエアコンの稼働
率が低い場合は循環ポンプが多くの時間無駄に作動していることになる。
　システムの作動条件を変更しエアコンが稼働しているときのみ循環ポンプを運転する方
式とし省エネを図る。一般的にはポンプの運転信号がシステムの作動条件となっているた
め、エアコンの運転信号で循環ポンプを「ON」「OFF」するには、メーカーとの打ち合わせが
必要となる。一般に、発停順序はポンプを運転してからエアコンのスイッチ「ON」、エアコン
のスイッチ「OFF」後ポンプを停止とする。

水熱源ヒートポンプエアコンを取り入れている施設は運転管理を専門業者に委託してい
る場合が多い。施設の空調方式を運転管理者に確認する。

　手動運転の場合は運転要領の策定が必要。自動運転の場合は工事用経費が必要。

手動操作の場合エアコンのスイッチを「ON」にしたとき、循環ポンプが運転していなけれ
ばエラー（故障表示）となるが、一定時間（数十秒～１分程度：メーカーによって異なる）以
内に循環ポンプが運転すれば問題ない。

水熱源ヒートポンプエアコンを設置している施設

暖房期は循環ポンプ設備　　冷房期は循環ポンプ設備及び冷却塔設備

循環ポンプをスケジュール運転している。

対策前

対策後

送風機運用比較
運転

停止

凡例循環ポンプ

エアコン

循環ポンプ

エアコン



手法３１

おすすめ度 大

削減効果 大 必要経費 小 対費用効果 大

リスク 小 導入し易さ 高 専門性 大

該当施設

対象設備

前提条件

概要

導入のための

見分け方

導入するには

留意事項

事例と効果

　 　　　　空調機

　　熱源
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　　１ポンプ回路方式

凍結防止制御対象機器見直し　　～一次ポンプ止められますよ～

外気温5℃以下（約2,000時間/年）で１次ポンプ3台＊1.5kwが運転していた施設におい
て、１次ポンプを凍結防止制御から切り離した。削減効果額100,000円/年。経費3,000円。

温水暖房設備では暖房配管及び放熱器の凍結を防止するため一定温度条件下で強制
的に循環ポンプを起動させ凍結防止制御をしている。また温水の搬送方式には１ポンプ回
路方式と１次-２次ポンプ回路方式があるが（下図参照）、凍結防止制御の対象となるポン
プは水を放熱器に搬送するためのポンプのことで前者では循環ポンプ、後者では２次ポン
プである。

１次-２次ポンプ回路方式において凍結防止制御により１次・２次の両ポンプが運転して
いる場合は、１次ポンプをこの制御から切り離し省エネを図る。併せて、ボイラーの温水
（低温運転時１０℃～２０℃）が不要に施設内を循環することを防止する。

１次ー２次ポンプ回路方式においてボイラーが停止時（業務時間終了後）に１次ポンプが
運転していたら可能性あり。

　暖房設備会社に依頼し、１次ポンプを凍結防止制御対象機器から切り離す。

　熱源が屋外に設置してある場合は検討を要す。

館内に温水を循環させ暖房を行っている施設

温水循環ポンプ

１次-２次ポンプ回路方式を採用している。

　 　　　　　　　　　空調機

　　　　　　　　　熱源

　　１次-２次ポンプ回路方式

２次ポンプ

凍結防止運転時は停止

１次ポンプ循環ポンプ

：凍結防止運転時の水の流れ



手法３２

おすすめ度 中

削減効果 大 必要経費 中 対費用効果 中

リスク 中 導入し易さ 高 専門性 大

該当施設

対象設備

前提条件

概要

導入のための

見分け方

導入するには

留意事項

事例と効果
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凍結防止制御の取り入れ　　～凍結防止は手動よりも自動～

3.7kwと1.5kwの循環ポンプ2台に凍結防止制御（電子式）を取り入れた場合の効果額
120,000円/年。経費200,000円。

温水暖房設備では暖房配管及び放熱器の凍結を防止するため一定条件下で強制的に
循環ポンプを起動させ凍結防止制御をしている。しかし凍結防止制御が無い施設では凍
結のリスクを避けるため循環ポンプを２４時間運転（常に電源「ON」）し続けている。

この場合は施設内の適切な場所（凍結の心配がある場所）に凍結防止センサーを取り
付け、効果的に循環ポンプを運転させ省エネを図る。また、センサーを含む制御方式には
電気式や電子式があり、それぞれ精度や価格が違うので採用に当たっては費用対効果を
十分検討して決めるべきであるが、小規模施設では電気式が中規模からは電子式が目安
となる。

動力盤面の循環ポンプ運転スイッチに「自動」または「遠方」モードが無い場合は凍結防
止制御なし。（写真参照）

　暖房設備会社、自動制御設備会社に相談する。

凍結防止センサー設置後の温度設定はセンサーの誤差を考慮すること。凍結防止セン
サーは、最も凍結の恐れのある部位付近に設置すること。

館内に温水を循環させ暖房を行っている施設

温水暖房自動制御設備

凍結防止制御が無い。

自動で凍結防止運転

凍結防止制御なし 凍結防止制御有り

制御の導入を検討する



手法３３

おすすめ度 中

削減効果 中 必要経費 小 対費用効果 大

リスク 大 導入し易さ 中 専門性 大

該当施設

対象設備

前提条件

概要

導入のための

見分け方

導入するには

留意事項

事例と効果
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館内に温水を循環させ暖房を行っている施設

温水暖房自動制御設備

凍結防止センサー位置変更　　～目的にあった動作にする～

延べ床面積約3,000m2の施設において凍結防止センサーを外気温測定場所から
機械室内に移設した。効果額100,000円/年。経費13,000円。

中央式温水暖房設備においては温水暖房配管の凍結を防止するため温度が設
定温度以下になると強制的に循環ポンプを起動し凍り付かないよう凍結防止運転
制御を行っている。温度を感知するセンサーは凍結の心配が最もある場所に設置
されると効率よく凍結防止運転が行われるが、外気温(凍結防止センサーが屋外、
5℃に設定している場合が多い)により制御している場合は無駄な運転が多くなって
いることがある。この場合は凍結防止運転を制御するセンサーの位置を（機械室
等）に変更し凍結防止運転を効果的なものにし省エネを図る。

暖房停止時に機械室にあるポンプの運転状況を確認し外気温が2℃以上の場合
において全循環ポンプ（温水2次ポンプ）が回っている時は凍結防止制御が外気温
で行われている可能性がある。

　暖房設備工事会社に相談する。

センサーを移設する場所は、全配管系統において最も凍結の起こりやすい場所に
設定することが必要であるが、場所を誤ると配管を凍結させてしまうことになる。

外壁面に設置さ
れていたセンサー
を機械室に移設



手法３４

おすすめ度 中

削減効果 小 必要経費 大 対費用効果 小

リスク 小 導入し易さ 中 専門性 大

該当施設

対象設備

前提条件

概要

導入のための

見分け方

導入するには

留意事項

事例と効果

凡例

おすすめ度 インハウスエスコグループとして採用してほしい程度

削減効果 小：数万円/年、中：十数万円/年、大：２０万円/年超

必要経費 小：数万円、中：十数万円、大：２０万円超

費用対効果 小：費用を回収に5年以上を要す、中：数年で費用を回収、大：1年以内で回収

リスク 問題の発生する可能性

導入しやすさ 高：簡単に実現

専門性 専門的知識を必要とする度合い

※施設の状況により効果、費用、リスク、実現のし易さは大きく異なる場合がある。
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イベントホール、講堂など閉ざされた大空間を有する施設

空調設備

外気冷房方式を導入している

外気冷房方式の運用見直し　　～寒冷地では外気冷房を活用しよう～

230席のホールの空調機に外気冷房方式の見直しを行い光熱水費の削減、温湿
度環境の改善を行った。削減効果は検証できなかった。空調機一台の自動制御プ
ログラムを変更するために要した経費160,000円。

イベントホール、講堂などは舞台照明器具などの発熱、また、居室の人員密度が
大きいことから内部発熱量が大きく中間期においても冷房が必要な場合が多い。こ
のような施設では外気による室内の冷却が有効で空調などに外気冷房制御が取り
入れられている場合がある。一般には外気と室内の諸条件を比較し外気を自動で
導入している。これを、まずは外気のみにより冷房し、そして、外気のみで追いつか
なくなると冷水による冷房に自動的に切り替わる制御とする。外気のみの冷却を行
うため冷水の節約となる。また、温水に切り替えた後冷水がない状態でも外気冷房
による温度制御を可能とする。初冬などに内部発熱により会場の温度が上昇した場
合に外気で冷房することが可能となる(イベント開始前は暖房運転。開始後は外気
冷房運転。)。

施設によっては、外気冷房制御を人為的に許可しないと実行しない設定になって
いることがある。この場合は自動的に作動することとしその際外気冷房が行われて
いる旨の表示が出る制御に変更する。

外気冷房制御を取り入れている施設は大規模な中央監視制御による空調がなさ
れている場合が多いことから運転管理を専門に従事している方がいることが多い。
イベントホールなどの大空間の制御方式を運転管理者に聞く。

　空調設備会社、自動制御設備会社に相談する。

　導入後、制御の十分な確認が必要。暖房運転切り替え時に再度確認する。



手法３５

おすすめ度 大

削減効果 小 必要経費 中 対費用効果 中

リスク 小 導入し易さ 高 専門性 大

該当施設

対象設備

前提条件

概要

導入のための

見分け方

導入するには

留意事項

事例と効果

　ベース機は常に回っている

46

 ベース機を停止させ省エネ

省エネ台数制御方式の導入　　～徹底的に台数制御～

24時間稼働している研究施設の温水ヘッダーに温度センサーを設置しヘッダー温
度により省エネ運転するよう改造した（既存は台数制御されていなかった）。削減効
果113,000円/年。経費320,000円（温度センサーが設置されている場合、既存の台
数制御を利用する場合は数万円で実現できる）。

温水ボイラー、冷温水発生機などの熱源設備が複数台ある場合に負荷熱量に見
合った台数のみを運転する熱源台数制御が組み込まれている場合が多い。この台
数制御では一般的に低負荷においてもベース機として一台は常に運転状態にあ
る。中間期の日中などは負荷はほとんどないため負荷状況に応じてベース機をも止
める制御に変更し省エネを図る。（ベース機停止台数制御）

機械室に熱源が複数台あり熱源機器に対応した熱源一次ポンプが負荷の状況に
合わせ運転台数を変えている（たき始めの運転台数＞日中の運転台数）場合は、
台数制御がされておりベース機停止台数制御による省エネが可能となる。（設置状
況においては二次ポンプにおいても可能）

　空調設備会社、自動制御設備会社に相談する。

　冷温水発生機の場合は希釈運転時間を考慮する。

暖房設備

熱源機器が複数台ある。

熱源群台数制御：ベース機を停止させ省エネ(ベース機停止台数制御)

×2号ボイラ、
ポンプ停止

×3号ボイラ、
ポンプ停止

ベース機
1号機ボイラ、
ポンプ運転

ポンプが複数台に分けて設置されている

ボイラ

ボイラ ポンプ

ボイラ

ポンプ

ポンプポンプ


